経済社会の構造変化と経済教育 ― 日本経済の戦後史的構造変化の意味と背景の検討― by 山田, 博文 et al.
経済社会の構造変化と経済教育
―― 日本経済の戦後史的構造変化の意味と背景の検討 ――
山 田 博 文
群馬大学教育学部社会科教育講座
（2014年 9月 17日受理）
Economic Education and Structural Changes in the Economy and Society:
A study of the background and meaning of the post-war
 
historical structural changes in the Japanese Economy
 
Hirofumi YAMADA
 
Department of Economics,Faculty of Education,Gunma University
（Accepted on September 17th,2014）
目 次
はじめに
1 経済問題と経済教育をめぐって
2 貧困問題の深刻化と再生産
3 金融ビジネスの膨張と外国人株主支配
4 政府債務 1,000兆円と国債ビジネスの隆盛
5 活発化する海外進出と空洞化する国内産業・雇
用
6 対外経済関係の変化とアジア経済圏の成長
まとめ
はじめに
現代日本の経済社会は、戦後史的構造変化の渦中
にある。その特徴は、グローバル企業・金融機関・
大口投資家の利益が記録的な伸びを達成する一方
で、賃金所得の低下と貧困・格差問題が深刻化した
ことである。また経済構造にみられる変化は、金融
ビジネスの活発化と外国人株主支配、1,000兆円に及
ぶ政府債務の累積と国債ビジネスの活発化、対外進
出の拡大と国内産業・雇用の空洞化、アメリカから
中国への日本の貿易相手国の交代と世界最大のアジ
ア経済圏の登場、などである。
経済社会のこのような構造変化は、資本の内外の
活動に対する各種の規制-それは国民の健康で文化
的な生活と権利を保護するための規制を内包するー
が緩和撤廃され、資本の利潤追求を最優先する経済
のグローバル化・情報化・金融化が加速化するなか
で進展してきた。
本稿の目的は、現代日本の経済社会の戦後史的構
造変化の意味と背景を探求することにあるが、定年
退職にあたり、これまでの教育研究実践を踏まえ、
経済教育の基礎視座を提起する。
１ 経済問題と経済教育をめぐって
日本の経済社会が戦後史的構造変化に直面し、国
民生活の貧困問題が深刻化し、OECD諸国でトップ
レベルになり、日本経済と国民生活が崖っぷちにあ
る現在、経済社会が抱えこんだ諸問題の背景、その
特徴と問題点を探求することは、経済学にとって不
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可欠の課題といえよう。
経済学はこのような問いかけにどのように応えて
いくのか、経済教育はいかにあるべきなのか。日本
学術会議（経済学委員会 経済学分野の参照基準検
討分科会）は、2014年 8月、経済学および経済学教
育にかかわる問題についての報告書?を公表した。
報告書では、経済学の「導入教育」として、数学の
重要性に触れている。たとえば、以下のようである。
「特に経済学は文系の分野に位置付けられている
ため、数学の学力が不足している学生あるいは数学
的な思考になれていない学生の入学が多くなる傾向
がある。したがって導入教育の科目としては特に数
学が重要である。学生は、原因となる変数と結果と
なる変数の関係を理解するために、関数の概念を使
えるようになることと、関数をグラフで表すことが
できるようになることが望ましい。」?、と指摘する。
数学を重視する経済教育は、主権者である国民の
ニーズでなく経済政策担当者・治世者・経営者のニー
ズである。その特徴は、各種の経済問題について、
政治的・社会的・歴史的な問題として理解するので
はなく、経済問題を数量化し、数量の問題として理
解する「経済教育」である。このような経済教育で
は、数量化できない問題、目前の経済問題の政治的・
社会的・歴史的な意味と背景は、経済学的な理解か
ら欠落する。数学や統計学を重視する経済教育では、
経済学に初めて接する学習者自身と現実の経済との
不可分の結びつきが経済教育の内容から欠落し、自
分自身の問題として経済学を学ぶことにはならな
い。
そうではなくて、むしろ、経済学の導入教育にお
いて重要なのは、1人 1人が独立した人格をもつ生
活者であること、この国の主権者であること、市場
経済の下にあっては、自分の労働力を売って得た賃
金によって衣食住などの財・サービスを購入し、消
費することによってのみ自分と家族が生存できる、
という基礎視座を教育することにほかならない。
経済問題を数量化し、その効果や政策の検討は、
経済学の 1つの応用問題であり、経済学を学ぶ多く
の人々にとってはさしあたって無関係の経済政策担
当者・治世者・経営者の問題である。学校教育にお
いて初めて経済学に接するほとんどの生徒・学生は、
みな労働者となって社会に出て行くのであって、経
済政策担当者・治世者・経営者になるのではないか
らである。労働者となって生活を営むことになる自
分自身とのあまりにもかけ離れた数学を重視する経
済教育は、経済学についてのアンケート調査結果が
示すように、「難しい」「暗記科目」「株式ゲーム」「自
分と関係ない科目」「資格試験科目」、といったネガ
ティブな印象を持たせる結果となる。
経済教育に限らず、そもそも「教育の目的」とは、
教育基本法（第 1章 教育の目的及び理念（教育の
目的）第 1条）によれば、「教育は、人格の完成を目
指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者として
必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を
期して行われなければならない。」?、とある。このよ
うな「教育の目的」にふさわしい経済教育の内容が
問われている。
つまり、国民主権の担い手としての経済教育が、
とくに「導入教育」において求められているのであっ
て、数学や統計学ではない。自分たちが今生きてい
る資本主義経済の本質、すなわち利潤追求が最優先
され、生活に必要なものはすべて市場での売買を通
じて手に入れる経済（市場経済）について学び、経
済のしくみ、社会のしくみを知ることである。この
導入教育なしに、「平和で民主的な国家及び社会の形
成者」に成長することはできないからである。経済
は社会の土台であり、経済のしくみのうえに、政治
や文化が開花し、また政治のあり方はさまざまな
ルートを介して経済のあり方にも反作用する。経済
のしくみを知るためには経済学の学習が不可欠であ
る。
したがって、経済教育は、投資教育や治世者・経
営者になるための教育ではなく、広く政治・経済・
社会問題を学習する公民教育として、「平和で民主的
な国家及び社会の形成者」になるための教育として
実施されることである。
「平和で民主的な国家及び社会」とは、国民が国
のあり方を決定した日本国憲法に照らすと、さしあ
たって、「戦争の放棄」（憲法第９条）と「健康で文
化的な最低限度の生活」（憲法第 25条?）がすべての
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国民に行き渡る社会のことであろう。GDPに象徴さ
れる経済の規模を大きくすることが目的なのでな
く、国民一人一人に、「健康で文化的な最低限度の生
活」が保証され、学校教育だけでなく社会教育の機
会に恵まれ、病気になっても、失業しても、老後の
暮らしも、老若男女が安心して生活できる経済社会
になりえているかどうか、であろう。
このような「健康で文化的な最低限度の生活」が
保証された「平和で民主的な国家及び社会」のあり
方からみて、現代日本の経済社会は、以下に検討す
るような諸問題に直面している。
２ 貧困問題の深刻化と再生産
現代日本の貧困問題は、国際的に比較しても深刻
である。
厚生労働省の『平成 25年 国民生活基礎調査の概
況』によれば、2012年のわが国の貧困問題は、統計
を取り始めた 1985年以来最悪の水準に達し、相対的
貧困率が 16.1％、子どもの貧困率はそれを上回る
16.3％を記録した（図表 1）。
国民生活基礎調査における相対的貧困率とは、一
定基準（貧困線）を下回る等価可処分所得（世帯の
可処分所得（収入から税金・社会保険料等を除いた
いわゆる手取り収入）を世帯人員の平方根で割って
調整した所得）しか得ていない者の割合である。貧
困線とは、等価可処分所得の中央値の半分の額であ
る。子どもの貧困率とは、子ども（17歳以下を対象）
全体に占める、等価可処分所得が貧困線に満たない
子どもの割合である?。
2012年現在の貧困線の具体的金額は、等価可処分
所得の中央値が 244万円なので、その半額の 122万
円となる。貧困世帯は、年間 122万円未満の所得で
生活することを余儀なくされている。相対的貧困率
と子どもの貧困率は、1985年に統計を取りはじめた
時点では、それぞれ 12.0％、10.9％であったが、その
後悪化の傾向をたどり現在に到っている。等価可処
分所得の中央値は、名目・実質ともに、1997年を頂
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図表１ 貧困率の年次推移
1985年 1988  1991  1994  1997  2000  2003  2006  2009  2012
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
相 対 的 貧 困 率 12.0  13.2  13.5  13.7  14.6  15.3  14.9  15.7  16.0  16.1
子 ど も の 貧 困 率 10.9  12.9  12.8  12.1  13.4  14.5  13.7  14.2  15.7  16.3
子どもがいる現役世帯 10.3  11.9  11.7  11.2  12.2  13.1  12.5  12.2  14.6  15.1
大 人 が 一 人 54.5  51.4  50.1  53.2  63.1  58.2  58.7  54.3  50.8  54.6
大 人 が 二 人 以 上 9.6  11.1  10.8  10.2  10.8  11.5  10.5  10.2  12.7  12.4
名目値
万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円
中 央 値（a） 216  227  270  289  297  274  260  254  250  244
貧 困 線（a/2） 108  114  135  144  149  137  130  127  125  122
実質値（1985年基準）
中 央 値（b） 216  226  246  255  259  240  233  228  224  221
貧 困 線（b/2） 108  113  123  127  130  120  116  114  112  111
注： 1)1994年の数値は、兵庫県を除いたものである。
2)貧困率は、OECDの作成基準に基づいて算出している。
3)大人とは 18歳以上の者、子どもとは 17歳以下の者をいい、現役世帯とは世帯主が 18歳以上 65歳未満の世
帯をいう。
4)等価可処分所得金額不詳の世帯員は除く。名目値とはその年の等価可処分所得をいい、実質値とはそれを
1985年を基準とした消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合指数（2010年基準））で調整したものであ
る。
出所：厚生労働省『平成 25年 国民生活基礎調査の概況』2014年、18ページ。
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点にし、以後減りつづけているので、各世帯の収入
自体が継続的に減ってきたことを意味する。そのう
え、貧困率が悪化しつづけてきているので、日本の
経済社会は貧しい暮らしを強いられる人々の割合が
高くなり、国際的に比較しても深刻な貧困問題を抱
えこんだことになる。
とくに、子どもの貧困率の上昇は、現在の貧困・
格差問題を将来も再生産することを意味する。とい
うのも、親の収入の少ない世帯で生活する子どもた
ちは、教育費も少なく、充分な教育を受ける機会を
失ってしまう。充分な教育を受けられないと進学や
就職で不利になる。すると将来的には、収入面でも
高所得の職につくことは困難になるので、低所得家
計に踏みとどまることになる。自分たちの子どもに
対しても充分な教育を受けさせるだけの余裕がない
ので、その子どもたちも自分の親世代と同じような
貧困の連鎖のなかで一生を送る。つまり、貧困が再
生産される社会になった。
親の所得水準によってこどもの教育機会が狭めら
れてしまうのは、国際比較しても、教育に対するわ
が国の公的支出が貧弱なために、家計の自己負担を
強いられているからである。最新のOECDの調査に
よれば、国内総生産（GDP）に占める公的な教育支
出の割合（2011年）は、OECD31カ国の平均で 5.3％
なのに、日本は 5年連続最下位の 3.6％に止まってい
る。最高はデンマークの 7.5％である。世界第 3位の
経済大国日本の公的な教育支出割合は、第 63位のス
ロバキア 3.8％よりも低い?。このようなわが国の現
状は、教育の機会均等を規定している教育基本法?お
よび憲法に違反する事態でもある。
貧困問題が深刻化した背景は、等価可処分所得の
中央値が 1997年をピークに低下してきていること
に示されるように、勤労国民の所得水準の低下で
あった。勤労国民の所得水準が低下した背景は、多
様だが、基本的には雇用形態において、所得水準の
低い非正社員の割合が増加しつづけていることにあ
る。総務省の就業構造基本調査によれば、パート・
アルバイト、派遣社員・契約社員・嘱託といった非
正規の従業員・職員数は、2012年現在過去最高を記
録し、とうとう 2,000万人を突破する 2,042万人とな
り、今後も増加する傾向にある?。その割合は、会社
などの役員を除く雇用者総数 5,353万人の 38.2％に
あたる（図表 2）。
新聞報道でも、「20年前の調査と比べると、非正規
の比率は 16.5ポイント上昇した。男性・女性ともに
過去最大の比率となった。正社員の比率が大きい製
造業は生産拠点の海外移転などで雇用が減り、パー
トの多い小売やサービス業で働く人の割合が高まっ
たことが背景だ。なかでもパートやアルバイトとし
て働く人が多い女性は非正規の比率が 57.5％と、半
数を大きく上回る。」?、と指摘する。
正規と非正規雇用者との間には賃金格差が存在
し、非正規雇用者の賃金水準は低く、正規の 62％ほ
どの水準である。厚生労働省によれば、2013年現在
の月収について、「雇用形態別の賃金をみると、正社
員・正職員 314.7千円（年齢 41.4歳、勤続 12.9年）、
正社員・正職員以外 195.3千円（年齢 45.5歳、勤続
7.1年）となっている。男女別にみると、男性では、
図表２ 正規と非正規雇用者数一覧
（2013年、単位：人）
総 数 64,420,700
自営業主 5,909,600
うち起業者 3,682,400
雇人のある業主 1,689,200
雇人のない業主 4,039,400
内 職 者 181,000
家族従業者 1,341,500
雇 用 者 57,008,800
会社などの役員 3,471,400
うち起業者 1,455,800
会社などの役員を除く雇用者 53,537,500
正規の職員・従業員 33,110,400
非正規の職員・従業員 20,427,100
パ ー ト 9,560,800
アルバイト 4,391,900
労働者派遣事業所の派遣社員 1,187,300
契約社員 2,909,200
嘱 託 1,192,600
そ の 他 1,185,400
出所：厚生労働省『平成 25年賃金構造基本統計調査（全国）
結果の概況』第 11表、より作成。
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正社員・正職員 340.4千円（前年比 1.0％減）、正社員・
正職員以外 216.9千円（同 0.7％減）、女性では、正社
員・正職員 251.8千円（同 0.2％減）、正社員・正職員
以外 173.9千円（同 0.5％減）となっている。」??。
わが国の貧困問題が深刻化した背景は、基本的に
は、低所得で不安定な非正規雇用者が激増したから
であり、それは、企業が人件費を引き下げるために
正規雇用者をリストラによって非正規雇用者へ置き
換え、新採用では非正規社員を雇用するからである。
無視できないのは、このような低所得の非正規雇
用者が激増し、貧困問題が深刻化する一方で、企業
にとってはコスト（人件費）を削減したことになり、
その分を内部留保金（利益剰余金）として積み増し
てきたことである。1997年以来人件費の削減がつづ
き、家計の受け取る所得は年々減り続けたが、賃金
支払い額を減らすことにより、その分企業の手元に
は利益として蓄積されていき、たとえば金融業を除
く全産業の内部留保金（利益剰余金）は、2013年度
末現在で、304兆円という過去最高を記録した??。
現代日本の経済社会は、主要企業・金融機関が過
去最高の利益を貯め込む一方、だれもがみんな自分
は中流と思い込んだ戦後日本の「1億総中流社会」は
解体され、生活に苦しむ人々、さまざまな差別的な
待遇を受ける子どもたちが激増する社会に変容して
しまった。
３ 金融ビジネスの膨張と外国人株主支配
企業活動への各種の規制が緩和され、最大限の利
潤を追求する資本主義の経済システムは、利潤の絶
対額だけでなく、いかに効率的に利潤を実現するか、
誰よりも早く、誰よりも大きな利潤を求めて、地球
的な規模での競争が展開されている。効率的に最大
限の利潤を追及する資本主義経済の本質にとって、
最も適合的な金融ビジネスモデルが、アメリカの
ウォール街を中心に波及した。
20世紀末の情報通信革命（ICT）の成果をビジネ
スに適用し、時間と空間の制限を突破した現代の金
融ビジネスは、金融機関だけでなく一般企業も巻き
込んで進展してきた。財・サービスといった質量の
制限から逃れられない実体経済-本来、経済活動は、
衣食住といった人類の生存に不可欠の財・サービス
を生産し、消費することにあるのだがーではなく、
情報通信革命の成果を適用し、地球の裏側との取引
図表３ 世界の金融（金融資産・金融市場）の規模
（単位：金融資産総額対 GDP比率を除き 10億ドル）
GDP
金 融 資 産
計 外貨準備 株式時価総額 債券発行残高 銀行資産
金融資産
対GDP比(％)
世 界 合 計 72,216  268,585  11,404  52,495  99,134  116,956  372
欧 州 15,515  82,218  498  9,732  29,457  43,029  530
フ ラ ン ス 2,614  15,619  54  1,663  4,530  9,427  598
ド イ ツ 3,430  10,890  67  1,567  4,355  4,968  318
イ ギ リ ス 2,477  19,912  89  3,416  5,778  10,718  804
ア メ リ カ 16,245  67,069  139  16,856  35,155  15,058  413
日 本 5,960  32,397  1,227  3,639  14,592  14,166  544
アジアNIEs  2,144  13,105  1,303  5,944  2,318  4,844  611
新 興 国 26,975  50,666  7,384  11,196  10,871  28,599  188
うちアジア 12,359  31,220  4,187  5,853  5,530  19,837  253
出所：内閣府『国際金融センター、金融に関する現状等について』「参考資料」、2014年 4月。
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もリアルタイムで遂行し、時間と空間の制限を突破
して莫大な利潤を獲得する金融ビジネスが開発さ
れ、膨張してきた。
その結果、現代経済は、財・サービスに関連する
実体経済よりも、株式・債券・預金などの金融資産
の規模の方がはるかに大きくなった。たとえば、
IMFや民間シンクタンクによれば、2012年現在の
世界各国の金融資産の規模は、268兆 5,850億ドルで
あるが、実体経済の規模（GDPの規模）は 72兆 2,160
億ドルであり、金融資産は実体経済の 3.72倍もの規
模に膨張している（図表 3）。しかも、これはストッ
ク・ベースのなので、実際の運用はこの何十倍もの
レバレッジをかけて行われるので、実体経済に対す
る金融資産・金融市場の影響力は計り知れないほど
巨大である。それは、アメリカで発生したリーマン・
ショックが世界経済を恐慌状態に陥れ、その後も長
い不況を引きずっていることからも十分推測されよ
う。
さまざまな商品のわずかな価格変動、為替の変動、
金利変動などを先読みし、瞬間的な速度で売買を繰
り返し、地球的な規模での金融的収奪を実現するビ
ジネスが支配的な影響をもつようになった。情報通
信革命の成果を利用することで、1,000分の 1秒の高
速取引で、売買を繰り返し、予測が的中すれば、一
瞬のうちに巨額のマネーを手に入れることができ、
逆に予測が外れれば巨額の損失を抱えこむハイリス
ク・ハイリターン型のマネーゲームが盛んになった。
その中心は、カジノ型金融資本主義を象徴するアメ
リカ・ウォール街の金融ビジネスである。
財・サービスの生産と消費からみて過剰な地球上
のマネーが、より高い利回りとビジネスチャンスを
求めてウォール街に集中し、ウォール街の金融機関
はつぎつぎに新しい金融商品と取引手法を開発し、
そこにマネーを振り向け、運用する。世界中のマネー
が国境を越えて移動できるように各国に規制緩和政
策が強要される。さらに、アメリカだけでなく、世
界中の金融システムがアメリカ・ウォール街のシス
テムと一体的に運用できるように、各国に金融シス
テムの大改革（いわゆる金融ビッグバン）が強要さ
れる。
戦後日本の金融システムは、1996年から 2001年
にかけて断行された金融システムの大改革（日本版
金融ビッグバン)??によって、アメリカ型の金融シ
ステムに転換されてしまった。実体経済に対するマ
資料：東京証券取引所「株式分布調査」各年版、より作成。
図表４ 日本の最大株主となった外国人株主
（単位：年度、％）
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ネーの貸出を中心に組み上げられた金融システムは
解体され、価格変動、為替の変動、金利変動などを
先読みする投資や投機に適合的な金融システムが誕
生した。
日本版金融ビッグバン以降、わが国の金融市場の
あり方も変貌する。まず外国人投資家が大きな影響
力を持ってきた。たとえば、日本の発行済み株式の保
有では、はじめて外国人株主が最大の割合（30.8％）
を占めるようになった。これは日本の株式保有構造
における戦後史的構造変化を意味している（図表
4）。日本の株式保有構造は、財閥解体にともなう証
券民主化が実施された戦後直後以降、個人株主が最
大の割合を占めていた。その後の経済成長にともな
い、三菱・三井・住友・富士・第一勧銀・興銀など
の新旧 6大企業グループのなかでの企業間での株式
の相互持合が進展し、金融機関が最大の株主になっ
た。代表的な企業の最大株主は、同一企業グループ
内の金融機関になった。このような株式保有構造は、
終身雇用・年功序列・企業内組合など日本的経営の
基盤でもあった。
だが、金融の自由化・国際化と金融ビッグバンを
経た近年、日本を代表する企業・金融機関の最大株
主は、外国人株主になった。個別企業の外国人持株
比率をみても、2014年 3月末現在、創業者一族の影
響力が強いトヨタ自動車ですら 30.3％に達してい
る。3メガバンクの最大株主も、30～40％台の株式を
保有する外国人株主である。
外国人株主割合とその影響力が高まるにつれて、
企業経営の最高意思決定機関である株主総会におい
て，「物言う株主」たちは、目前の高い配当金と高株
価、効率的な経営を強力に主張し，実現を迫る。そ
の結果、戦後日本の安定雇用を保障した終身雇用・
年功序列などの日本的経営は、解体されていく。株
主への配当金は優先的に増額される一方、雇用者へ
の賃金は削減される。
日本の株式売買市場においても、海外を拠点に活
動しているヘッジファンドなどの外国人投資家が株
式売買代金の 60％台を占めるようになり、最大の影
響力を与えるようになった。日本の株式市場からど
れだけ多くの利益を引き出すかが、外国人投資家の
最大の関心事となり、株式売買では、最近では数万
分の 1秒の超高速取引が行われている。
独自に開発したコンピュータプログラムを使って
株式の売買注文を繰り返す超高速取引は、個人が証
券会社を経由する通常の取引とはまったく次元の違
う速度であり、株価の一瞬の変動で売買差益を獲得
していく。株式市場は個人投資家不在の市場になり
つつあり、不透明・不公平といった批判の声が上がっ
ている。外国人投資家による超高速取引の市場占拠
率が高くなり、東京証券取引所で取引される株式の
売買代金の 40％台に達している??。企業が資本金を
調達する機能を持つ株式市場が、マネーゲームの市
場に変容してきている。
４ 政府債務1,000兆円と国債ビジネスの隆
盛
「財政赤字大国」のわが国がとうとう自国の経済
規模の 2倍を越えた政府債務を保有する国に転落し
たことは、看過できない戦後史的構造変化である。
近年の国家予算（一般会計）は、そのほぼ半分近く
が政府の債務（国債発行収入金）に依存して成立し
ている。
たとえば、2014年度予算でみると、一般会計の歳
入総額は 95兆 8,823億円であったが、そのうちの
43.0％にあたる 41兆 2,500億円は国債を発行して借
り入れた財政資金である。国債発行に依存した政府
は、国債を購入し、政府に財政資金を貸してくれた
国債投資家に対して、利子を支払い、元本を償還す
る義務を負うことになる。国債投資家に支払われる
利子と元本の返済額は、2014年度では、一般会計の
歳出総額の 4分の 1にあたる 24.3％を占め、23兆 2,
702億円に達している??。
戦時下の膨大な軍事費を調達するために発行され
た国債は、第 2次大戦直後に当時の経済規模の 2倍
近くに累積し、ハイパー・インフレを引き起こし、
国民生活を破壊した。その教訓から、戦後の国債発
行は基本的に財政法で禁止されてきた。だが、1964
-1965年の構造不況をきっかけにして、1966年 1月
にその禁が破られ、国債が発行されるようになった。
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以後、ほぼ毎年国債が発行されてきた。
政府の債務となる国債の償還期間は、公共建造物
の耐用期間を 60年としているため、それに合わせて
60年間で償還する。つまり、国債を発行すると、60
年間の返済が始まり、将来世代も負担することにな
る。毎年、巨額の国債が増発されると、それはつぎ
つぎに累積していく。2014年 9月末現在の国債発行
残高（内国債＋政府短期証券）は、984兆 5,410億円
に達し、日本の経済規模の 2倍を超えている。その
結果、一般会計歳出の 4分の 1が過去の借金の支払
いのために支出される事態を招いている。
OECDの調査によれば??、先進工業国で自国の政
図表５ 政府債務残高の国際比較（対 GDP比、％、暦年)
1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年
日 本 61.4  76.0  137.1  177.3  193.3  232.5
イ タ リ ア 105.4  125.2  121.6  120.0  131.1  147.4
フ ラ ン ス 40.2  60.1  65.0  76.1  95.7  116.1
ド イ ツ 43.2  60.5  59.9  71.1  86.2  79.8
ア メ リ カ 55.3  62.2  58.1  62.2  94.6  106.5
イ ギ リ ス 39.1  58.9  45.7  46.6  81.7  103.1
資料：OECD Economic Outlook database各年版、より作成。
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府債務が自国の経済規模（GDP）の 2倍に達してい
るのは日本だけである（図表 5）。1990年の時点では、
日本の政府債務の対 GDP比は、まだ 61.4％であっ
たが、1990年代の後半以降、大規模な景気対策や金
融危機対策の財源確保のために国債が大増発され、
イタリアを抜いて「政府債務大国」へと転落していっ
た。いま、日本は、国家財政の破綻の危機に直面し
ている。
だが、ほぼ 1,000兆円にも累積した国債残高が誘
発するこのような国家財政の破綻の危機のなかで、
国家相手の国債ビジネス??を展開し、国債市場から
莫大な金融的収益を獲得する国債投資家のいること
は注目される。
というのも、国債は、たんに政府債務としてある
のではなく、投資家の立場からは、政府が利子や元
本の支払いを保証する格付の高い金融商品にほかな
らない。巨額のマネーを運用する内外の金融機関や
大口投資家にとって、各国政府の発行する国債は、
民間の金融商品のように発行元が倒産し、資産価値
を失い紙屑同然になることもなく、利子と元本は各
国政府が支払ってくれるので、もっとも信頼できる
投資物件である。
この金融商品としての国債に注目すると、国家の
財政赤字が深刻化すればするほど、あたらしい莫大
資料：日本銀行調査統計局『金融経済統計月報』各年版、野村総合研究所『公債要覧』
1995年度版、より作成。
図表６ 国債売買市場の規模
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な金額の国債という金融商品が発行され、流通する
ので、より大規模の国債ビジネスが展開され、そこ
からより巨額の金融的収益を獲得できるようにな
る。『日経ビジネス』によれば、三菱UFJ、みずほ、
三井住友の「3メガバンクの 2012年 3月期最終利益
は合計で 2兆円に達した。しかし、その内訳をみる
と、国債の売買差益が利益全体の 3割強を占める。
一方で、本業の儲けを示す業務純益はいずれも微減、
もしくは横ばいとなっている。銀行預金は国内全体
で 610兆円に膨らんでいるが、銀行の貸出金は 420
兆円にとどまっており、だぶついた預金が国債購入
に充てられている」??、と指摘する。巨大金融機関は
利益の 30％台を、政府の発行した国債によって稼ぎ
出している。
現代日本の国債売買市場は、そのような活発化す
る国債ビジネスを反映して、年間 1京円を超える売
買高を記録している（図表 6）。日本の経済史上にお
いて、単一の金融市場で、その規模が 1京円を超越
したのは、国債売買市場だけである。
このようにして戦後増発された政府債務としての
国債の累積額も、金融商品として取引される国債の
売買高も、1990年代の後半以降、戦後史的な規模に
膨張している。
問題は深刻である。国債投資家の利益が擁護され、
国民生活を犠牲にした財政運営が行われるからであ
る。現在ですら一般会計の 4分の 1の 23兆円という
巨額の金額が国債投資家（その中心は銀行と保険会
社など金融機関）に支払われているだけでなく、今
後さらに増えていく将来への支払のために、絶えず
新しい財源が求められ、消費税増税などの負担が家
計にのしかかる。なにかにつけて社会保障などの歳
出が抑制され、国民に自己負担を強いる冷たい政治
がおこなわれるからである。
５ 活発化する海外進出と空洞化する国内
産業・雇用
本社機能だけ東京などの国内に置くが、生産や流
通の拠点は海外に移転してしまう企業が増大してき
た。戦後の世界に冠たる「ものづくり大国」日本の
現場は、海外に移転してしまった。
経済産業省の『第 43回海外事業活動基本調査結果
概要確報』??によれば、2012年度現在、海外進出した
日本企業の現地法人企業数は、2万 3,351社であり、
その内訳は、アジアが最大の 1万 5,234社、次いで北
米 3,216社、欧州 2,834社、中南米 1,205社、オセア
ニア 569社、などの順である。
1970年代に始まった日本企業の海外進出は、アメ
リカの要望を受け入れた 1985年の「プラザ合意」以
降の円高基調と、対外進出の規制緩和・自由化を推
進した金融ビッグバン（1996-2001年）、小泉構造改
革（2001-2006年）、などを追い風にして加速化して
いった。
主要な日本企業の海外進出動向をみてみよう。ま
ず自動車ビッグスリーでは、直近の 2014年 5月の国
内生産台数と海外生産台数を比較すると、トヨタ（25
万台対 47万台）、日産（6万台対 36万台）、ホンダ（8
万台対 30万台）である。自動車大手は海外生産高が
国内生産高を何倍も上回る。多くの人々が雇用され
ることになる生産拠点は、国内から海外に移転して
しまった。
日産のカルロス・ゴーン社長は、「世界中に工場を
もつことがきわめて大事。輸出のための生産は（自
動車業界の）過去の習わしだ」??と指摘する。した
がって、国内から海外に輸出することもなくなるの
で、国内では貿易黒字の稼ぎ頭がいなくなり、その
結果として、戦後長くつづいた「貿易黒字大国」日
本も、2011年以降「貿易赤国」日本に転落した。
空洞化する産業と雇用の特集を組んだ『エコノミ
スト』誌??は、「工場去って、雇用なし「もう製造業
は戻ってこない」」との見出しで、総合電機大手の東
芝の動向を紹介している。大阪府茨木市太田東芝町
には、東京ドーム 4個分の広さの敷地に、かつて東
洋一の東芝の大阪工場が存在し、洗濯機や冷蔵庫な
どを生産する 15棟以上の建屋や工場が稼働してい
たが、2008年 3月に取り壊されてしまい、現在でも
広大な空き地のまま放置されている。茨木市では、
他のメーカーを含め大規模工場が操業していたが、
これらの工場も閉鎖され、2000年-2010年にかけて、
市内の製造業の事業所が 342から 216に激減した。
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同様の事態は、東京都日野市の日野自動車など、全
国各地で発生している。
自動車、家電などのものづくり産業が雇用する人
員は膨大である。年間ほぼ 1,000万台を生産するト
ヨタの場合、2014年 3月現在の従業員数は、単独で
6万 8,240名、連結では 33万 8,875人に達する。この
ように多くの人々を雇用してきた大手メーカーが国
内生産を縮小させ、海外生産を高めていくと、日本
の国内経済と雇用環境に甚大な被害をもたらす。経
済産業省の産業構造審議会の報告書??は、輸出向け
自動車生産が半減するなどの空洞化がつづいた場
合、2010年から 2020年までに就業者数は 6,257万人
から 5,781万人に減少し、476万人（製造業で 301万
人・サービス業で 174万人）の雇用が失われる、と
試算している。大失業時代が訪れている。
市場経済の下では、衣食住もすべて商品として市
場で売買され、生きていくためにはそれらの商品を
マネーを支払って買うことになるが、そのマネーは
雇用され、働いて得た賃金に依存する。生存に不可
欠の雇用機会を奪うことは、企業の社会的責任の放
棄であり、行政も、生存権を保証した憲法第 25条を
放棄している、といえるであろう。
電機大手のパナソニックは、部品の調達を国内で
なく海外の部品メーカーから調達するようになっ
た。パナソニックの「グローバル調達本部」は、内
外の工場で使用する部品を海外からまとめて安く仕
入れる部署であり、中国などのアジア圏を中心に、
「日本では 1個 69円の電子部品が 3.5円で、別の部
品も国内の下請けよりも 3割安い価格でそれぞれ手
に入る」??といった商談をまとめる。海外調達比率
がほぼ 5割に達するパナソニックに限らず、日本企
業は部品や材料の海外調達を高めている。国を問わ
ず最も安く調達できる取引先を見つけ出し、生産コ
ストをぎりぎりまで引き下げ、利益を確保しようと
する。
「ものづくり大国」日本の自動車や家電メーカー
などは、戦後、本社をトップに子会社や下請け企業
をピラミッドの底辺にもち、多くの工場・オフィス
を抱え、多数の人々を雇用してきた。主要部品は本
社が生産し、それ以外の部品は、数千、数万社にお
よぶ国内の子会社・下請・孫請といった膨大な数の
中小企業に発注してきた。
だが、部品の調達を海外企業に求めるようになる
と、国内の子会社・下請・孫請会社には部品の発注
がなくなり、これらの膨大な数の中小企業の経営が
直撃され、多くは赤字倒産に追い込まれてしまう。
中小企業は、2012年現在、385万社の日本企業の
99.7％を占め、そこで働く従業員数（常用雇用者）は
2433万人（全体の 6割）に達している??ので、中小
企業の倒産は、全国各地での雇用機会の消滅に直結
する。
日本の国内産業が空洞化し、雇用機会も激減し、
国民生活では貧困問題が深刻化する一方で、国内生
産を捨てて、海外に進出した企業は利益を謳歌して
いる。海外で安価な賃金で雇用した現地の従業員数
は、国内の完全失業者数を超越し、企業にとって人
件費というコストの大幅な切り下げに貢献してい
る。2012年度現在、海外の従業員数は、558万人に
達しているが、国内の完全失業者数は 280万人であ
る（図表 7）。かりに海外進出した日本企業の一部が
帰国し、国内でふたたび操業したならば、完全失業
者は全員雇用されることになり、深刻な失業問題は
解消する。むしろ人手不足すら発生し、賃金を上げ
ないことには働き手を見つけることが困難になるよ
うな事態が発生しよう。
だが、利潤追求を最優先する企業は、安価な賃金
を求めて、さらに海外に進出する計画である。海外
進出の動機は、生産コストの切り下げだけではない。
生産した製品を販売しないことには経営が成り立た
ないので、成長著しい新興経済諸国や中国などのア
ジア経済圏、さらに従来からの北米経済圏で販売拠
点を拡充し、海外で生産した製品を海外で販売する
サイクルを立ち上げている。
主要な日本企業 128社の営業利益（2014年 4～ 6
月期）は、1兆 7,308億円と金融危機後最高になった
が、その内訳をみると、海外の営業利益が 9,234億円
（全体の 53％）、国内の営業利益が 8,074億円（全体
の（全体の 47％）であり、海外の営業利益が国内の
営業利益を上回っている??。地域別にみると、中国な
どアジア経済圏の営業利益が最大の 4,000億円とな
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り、国内の営業利益の半分ほどに達している。
海外に利益を求めるのは、製造業だけではない。
超金融緩和政策が継続し、日本銀行からありあまる
マネーを供給されている大手銀行は、積極的な海外
での金融ビジネスを展開している。国内の貸出業務
が低迷している一方で、3メガバンクをはじめ大手 6
銀行の 2014年 3月期決算は、最高益を記録した。そ
の内訳は海外向けの金融ビジネスを活発化させ、三
菱UFJなどの 3メガバンクは、海外業務から業務粗
利益の 3割～4割台を稼ぎ出している??。みずほ銀行
の社長は、「海外は資金需要が強く、利ざやも大きく
落ち込むことはない。これからも大型の買収などで
大きな資金需要をつかめる」??、と指摘している。
日本で誕生した大手企業・金融機関は、利益を求
めて海外に進出し、最高の利益を上げているが、日
本経済の空洞化の危機を引き起こし、雇用環境を破
壊し、国民の生活と権利を脅かす存在になった、と
いえるであろう。
資料：内閣府『経済要覧』、経済産業省『海外事業活動基本調査』各年度版、より
作成。
図表７ 国内完全失業者と海外従業員数の推移
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６ 対外経済関係の変化とアジア経済圏の
成長
日本の対外経済関係も、近年、構造変化が発生し
ている。「貿易立国」日本の戦後の最大の相手国は、
2007年以降、アメリカから中国に代わった。これは、
戦後日本の対外経済関係において、注目される構造
変化である。
日本の貿易高（輸出入総額 151兆 167億円、2013
年）に占める割合??は、トップの中国30兆2,852億円
（20.1％）、2位のアメリカ 19兆 7,430億円（13.1％）、
3位の韓国 9兆 49億円（6.0％）、である。
経済圏で比較しても、日本貿易の最大の経済圏は、
アジア経済圏が 73兆 8,381億円（48.9％）に達し、
アメリカは 19兆 7,430億円（13.1％）、EUは 14兆 6,
491億円（9.7％）、にすぎない。現代の日本貿易の半
分は、アジア経済圏に依存する時代がやってきた（図
表 8）。これは、中国、韓国などアジア諸国との平和
共存の関係を築くことが日本経済の繁栄にとって不
可分の時代がきたことを意味する??。
アメリカから中国への日本の貿易相手国の交代
は、アメリカを頂点にした戦後の先進工業国 G5の
時代から、中国・韓国・インド・ASEANなど、アジ
ア経済圏が世界経済に大きな影響を与える時代が到
来したことを反映している。IMFによれば??、2013
年現在の世界経済の規模（188カ国の名目 GDPの合
計）は、73兆 9,820億ドルであるが、経済圏のシェ
アでみると、最大の経済圏は、アジアの 20兆 8,310
億ドル(28.16％）であり、2位が北米 18兆 6,240億ド
ル（25.17％）、3位が EU17兆 3,710億ドル（23.48％）、
の順である。
21世紀の入口で、産業革命後の欧米を中心にした
世界経済地図は、アジアを中心にした経済地図へと
塗り替えられつつある??。過去 2000年の世界経済史
を振り返ると、経済規模が人口によって決定されて
いた時代が長くつづき、世界経済のほぼ半分のシェ
アが、多くの人口を有する中国とインドの 2つのア
ジアの大国によって、ほぼ 1850年間も独占されてい
た。だが、機械・科学技術によって生産力を飛躍さ
せた産業革命の成果がイギリスからヨーロッパ、さ
らにアメリカに波及する 19世紀の半ば以降、世界経
済地図は塗り替えられ、アジアの時代から大英帝国
とヨーロッパの時代が訪れ、さらに戦間期から第 2
次大戦後はアメリカの時代となった。
だが、産業革命とその後の情報通信革命の成果が
アジア諸国に波及するにつれて、ふたたびアジア経
済圏が世界経済で最大のシェアを占める時代が訪れ
た。なかでも注目されるのは、成長著しい中国経済
の動向である。2013年現在の GDPランキングの
トップ 10は、1位アメリカ 16兆 7,680億ドル、2位
中国 9兆 4,691億ドル、3位日本 4兆 8,985億ドル、
4位ドイツ 3兆 6,359億ドル、以下、フランス、イギ
リス、ブラジル、ロシア、イタリア、インドの順で
ある（以上の数値は直近の外為相場の変動を考慮し
ているので図表 3の数値と一致しない）。だが、2020
年代のランキング予測では、アメリカやイギリスの
シンクタンクなどが共通に指摘??しているように、
中国がアメリカを抜いて世界最大の経済大国にな
る。
すでに隣国の中国は、世界の主要メーカーが進出
する世界の生産工場としてだけでなく、所得水準の
向上にともない世界の消費市場としても機能しはじ
めている。それは 2013年に 2,000万台を越えた自動
車の生産・販売台数??にも示される。中国の生産台数
は 2,211万 6,800台、販売台数は、2,198万 4,100台、
最大の自動車大国であったアメリカはそれぞれ
図表８ 日本貿易の地域別割合（単位：％)
資料：『財務省貿易統計』2013年版、より作成。
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1,114万台と 1,560万台の水準である。
このような中国などアジア経済圏のプレゼンス
は、本来、アジアの一国である日本経済にとって、
計り知れない恩恵をもたらすはずであるが、バブル
崩壊後の長期的な低迷と不況から脱出できないでい
る。それは中国などのアジア経済圏との平和的な経
済交流を実現できていないためでもある。現政権と
国家官僚および経済界のトップたちが戦後築かれて
きた既得権益であるアメリカの「ドルと核の傘」の
もとにあり、かつ国際常識に逸脱する政権首脳の靖
国神社への参拝などで、中国や韓国などアジア諸国
と平和的に共存するための対外関係を自ら脅かして
いるからである。
ま と め
1990年のバブル崩壊後の金融危機・経済危機を経
て、アメリカ型の金融ビッグバン改革と新自由主義
の構造改革が断行され、「アベノミクス」を掲げた第
2次安倍政権では、「世界で 1番、企業が活躍しやす
い国」づくりが公言され、企業活動を規制する各種
の法律や規則を緩和撤廃してきた。そのため、最大
限の利潤を追求する資本主義経済の本質が露呈して
きた。それは、戦後日本の平和で、「1億総中流」意
識をもたらした比較的公平な分配構造から、勤労国
民の諸権利を制限し、競争の激化と不公平な分配に
より、経済社会を構造的に変化させた。
すなわち、世界第 3位の経済大国なのに、国民生
活では貧困問題が深刻化し、時間と空間の制限を突
破した金融的収益が追及され、大株主や株式市場が
優遇され、外国人株主の影響が高まり、日本的な経
営が解体された。国債増発を繰り返し、もはや返済
不能ともいえる 1,000兆円に達する政府債務が累積
され、マネーゲーム化した国債ビジネスが活発化し
た。主要企業の対外進出は加速化し、国内産業・雇
用を空洞化させた。世界最大のアジア経済圏が登場
しているのに、アメリカの「ドルと核の傘」の古い
既得権に固執し、アジア経済圏の恩恵を日本経済の
繁栄のために取り込めていないだけなく、中国・韓
国との外交的な緊張関係まで引き起こしている、な
どである。
このような戦後史的な構造変化の底流には、最大
限の利潤を追求する資本の論理が勢いを増し、それ
が経済社会の隅々まで浸透し、生産された所得が国
民諸階層や中小零細企業でなく、主要な日本企業・
金融機関・最大株主の元に集中する野蛮な資本主義
の国＝「世界で 1番、企業が活躍しやすい国」になっ
たからである。
現代日本の経済社会では、野蛮な資本の論理が国
民生活と国民主権を脅かしている。このような時代
における経済教育とは、とくに導入教育においては、
数学や統計学ではなく、自分たちの生活と権利を守
り、幸せな暮らしを実現するために、資本主義経済
の本質を学び、経済のしくみ、社会のしくみを知り、
1人 1人が「平和で民主的な国家及び社会の形成者」
になり、この国の主権者として経済社会のあり方を
主体的に決定する経済教育が求められている。本来、
経済学とは、経世済民の学（「世の中を治め、人民の
苦しみを救うこと」（『広辞苑（第 6版）』）であった。
本稿に関連する課題の探求は、私のホームページ
（http://econ-yamada.edu.gunma-u.ac.jp）にアクセ
スしていただくか、私宛メール（yamachan＠gunma-
u.ac.jp）をいただければ幸いである。
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